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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第20期
第２四半期
累計期間

第20期
第２四半期
会計期間

第19期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 1,441,319839,9332,761,069

経常利益又は経常損失（△）（千円） △80,371 39,244△388,061

四半期純利益又は四半期（当期）純損失（△）（千円） △83,432 39,173△844,693

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） － 1,182,6041,182,604

発行済株式総数（株） － 156,800 156,800

純資産額（千円） － 1,462,0321,539,579

総資産額（千円） － 2,604,8552,716,906

１株当たり純資産額（円） － 9,424.729,938.77

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△542.47 254.70△5,492.15

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） － 55.6 56.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
130,133 － △263,693

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△6,714 － 126,781

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△95,142 － 317,306

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 765,880 737,605

従業員数（人） － 118 125

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第19期および第20期第２四半期累計期間は

潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。また、第20期第

２四半期会計期間は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 118(12）

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、嘱託社員、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第２四

半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

EDINET提出書類

株式会社テリロジー(E02970)

四半期報告書

 3/22



第２【事業の状況】

１【仕入、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当第２四半期会計期間の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

サービスプロバイダネットワーク事業 （千円） 121,830

エンタープライズネットワーク事業 （千円） 69,421

インテグレーションサービス事業 （千円） 74,025

合計 265,276

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注実績

　当第２四半期会計期間の受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別 受注高 受注残高

サービスプロバイダネットワーク事業 （千円） 317,026 163,209

エンタープライズネットワーク事業 （千円） 105,349 13,516

インテグレーションサービス事業 （千円） 173,572 27,964

合計 595,947 204,689

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

　当第２四半期会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

サービスプロバイダネットワーク事業 （千円） 303,108

エンタープライズネットワーク事業 （千円） 107,528

インテグレーションサービス事業 （千円） 168,204

サポート＆サービス事業 （千円） 261,093

合計 839,933

（注）１．当第２四半期会計期間の主要な販売先別販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のと

おりであります。

相手先

当第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

金額（千円） 割合（％）

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 114,049 13.8

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

 (１）業績の状況　

　当第２四半期会計期間における国内の実態経済は依然として、不景況感が続いており、又内需の回復の兆しもな

く先行き不透明感が増しております。サブプライムローンで端を発した米国金融危機の影響で日銀発表の９月企

業短期経済観測調査（短観）によれば、大企業製造業の業況判断指数もマイナスに転じています。　　

　こうした国内経済環境の中、当期４月から実施した機構改革の効果の兆しが出てまいりました。

　当期は 黒字化を目指しており現在、順調に推移してきております。常に顧客のビジネス視点に立ち、顧客へ新た

な価値を提供できる企業基盤の確立を目指す新３ヵ年計画も推進しております。

　当第２四半期会計期間は、売上高839百万円となりました。利益面におきましては、営業利益39百万円、経常利益

39百万円、四半期純利益39百万円となりました。

　当第２四半期会計期間の事業部門別の概要は以下の通りであります。

　プロダクトセールス事業（通信事業者/サービスプロバイダ部門）の売上高は303百万円、プロダクトセールス

事業（エンタープライズネットワーク部門）の売上高は107百万円、インテグレーションサービス事業の売上高

は168百万円、サポート&サービス事業の売上高は261百万円となりました。

　プロダクトセールス事業の通信事業者/サービスプロバイダ部門では、前期で受注した次世代移動体通信サービ

ス（WiMAX,Femtocel）のAAA認証サーバとして米国Juniper Networks社SBR製品が売上となりました。又、電力系

ブロードバンドサービスプロバイダから米国Siemens Home & Office Communication Devices社のPPPoEクライ

アントソフトウエア製品の受注が売上となりました。

　アプリケーションパフォーマンス管理・監視製品の米国NetScout社製品は当期も通信キャリアへの納入が行わ

れました。

　当事業のエンタープライズ部門では、米国Infoblox社のDHCP/DNSの売上は前期よりも増大したものの前期同様、

一般企業のIT設備投資の鈍化により受注時期が第３四半期以降にずれ込む結果となりましたが、第３四半期にお

いて大手企業プロジェクトに採用され、納入となりました。

　インテグレーションサービス事業では、一般企業向けネットワーク構築案件の他に米国

TippingPointTechnology社不正侵入防御セキュリティ製品が大手企業セキュリティ基盤構築プロジェクトに採

用され、納入となりました。

　サポート&サービス事業では、販売増加に伴う保守契約が堅調に推移しております。また保守サービス向上に向

けてCRM導入の準備を行っており、10月から実稼動に入る予定となっております。

　

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加額135百万円、

賞与引当金の減少額30百万円、前受金の減少額55百万円、固定資産の取得による支出６百万円等の支出要因が

あったものの、税引前四半期純利益40百万円、仕入債務の増加額109百万円、たな卸資産の減少額19百万円、短期借

入金の純増額49百万円、敷金保証金の返還による収入14百万円等により第１四半期会計期間末に比べ10百万円増

加し765百万円となっております。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果支出した資金は、44百万円であります。これは税引前四半期純利益40百万円、仕入債務の増加額

109百万円、たな卸資産の減少額19百万円等の収入要因があったものの、売上債権の増加額135百万円、賞与引当金

の減少額30百万円、前受金の減少額55百万円等があったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は、４百万円であります。これは固定資産の取得による支出６百万円、定期預金の

差引預入れによる支出２百万円等の支出要因があったものの、敷金保証金の返還による収入14百万円等があった

ためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、49百万円であります。これは短期借入金の純増加額49百万円があったためであ

ります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありません。

　なお、前事業年度の有価証券報告書に記載した対処すべき課題について、①人員体制の見直しによる労務費の削

減については、第１四半期会計期間において前第１四半期会計期間対比で約５千万円の削減となっており、当第

２四半期会計期間においても前第２四半期会計期間対比で約５千万円の削減となっております。②フリーアドレ

スワークスタイルの導入によりオフィススペース25％削減については、平成20年５月に実施ずみであります。ま

た、その他の課題につきましても現在推進中であります。

 

（４）研究開発活動
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該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 216,960

計 216,960

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月11日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 156,800 156,800ジャスダック証券取引所 －

計 156,800 156,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成17年６月23日定時株主総会決議

 
 

第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 660

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,640

新株予約権の行使時の払込金額（円） 168,347

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月１日

至　平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

168,347

84,174

新株予約権の行使の条件

①本新株予約権の行使時において、当社の取締役、監査役、

従業員いずれかの地位を有していることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退職、その他当社取締役会決議に

おいて正当な理由があると認めた場合はこの限りではな

い。

②本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認

めない。

③その他の条件は、平成17年６月23日開催の当社定時株主

総会決議及び平成18年４月24日開催の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げます。
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調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
 1

分割・併合の比率

　また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新株を

発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

ます。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金

額」と読み替えるものとします。

　さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割も

しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

 

会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年６月23日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 687

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 687

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　45,600　(注）１

新株予約権の行使期間
自　平成20年７月１日

至　平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

45,600

22,800

新株予約権の行使の条件

①本新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権者は、本新株予約権の行使時において当社

の従業員の地位を有していることを要する。ただし、定年退

職、その他当社取締役会決議において正当な理由があると

認めた場合はこの限りではない。

③本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認

めない。

④その他の権利行使の条件については、その後の取締役会

が定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については取締役会の決議

による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２

（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
 1

分割・併合の比率

　また、割当日後に時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行

使により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げます。
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既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

　　既発行株式数＋新規発行株式数

　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。

　さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、

その他これらに準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額の調整を行います。

２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残

存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社

法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以

下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社

は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付す

る旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において

定めた場合に限るものとする。

(1)　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編行為の条件等を

勘案の上調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である

再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7)　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

(8)　新株予約権の取得条項

当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議

案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会

で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議）は、取締役会が別途定める日

に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年８月31日

（注）
－ 156,800 － 1,182,604△929,039 －

　（注）会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。
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（５）【大株主の状況】

 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

津吹　憲男 東京都板橋区 47,424 30.24

阿部　昭彦 神奈川県横浜市神奈川区 15,296 9.76

株式会社ネットマークス 東京都江東区豊洲1丁目1－1 13,240     8.44

ジェーピー　モルガン　チェースバンク　　

　３８００８４

（常任代理人株式会社みずほコーポレー

ト銀行兜町証券決済業務室）

125

LONDON WALL,LONDON,EC2Y 5AJ,UNITED 

KINGDOM

(東京都中央区日本橋兜町６番７号）

4,430    　　2.83

寺田　光弘 千葉県船橋市 4,058    2.59

桜糀　勲 埼玉県北本市 1,712    1.09

テリロジー社員持株会
東京都千代田区九段北1丁目13－5

日本地所第一ビル4Ｆ
1,481     0.94

横田　秀樹 東京都世田谷区 1,186     0.76

衣川　晃弘 福岡県糟屋郡志免町 930     0.59

新美　竹男 東京都豊島区 768     0.49

計 － 90,525     57.73

　（注）上記のほか当社所有の自己株式3,000株（1.91％）があります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    3,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  153,800 153,782 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 156,800 ― ―

総株主の議決権 ― 153,782 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が18株含まれております。なお、「議決権

の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数18個が含まれておりません。

 

②【自己株式等】

 平成20年９月30日現在

所有者の氏名また
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社テリロジー
東京都千代田区九段

北一丁目13番５号
3,000 ― 3,000 1.91

計 ― 3,000 ― 3,000 1.91

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 11,71017,40017,50013,45010,0009,400

最低（円） 10,0009,81012,8009,800 8,700 6,750

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,105,231 965,138

受取手形及び売掛金 601,372 696,147

有価証券 47,822 39,439

商品 216,039 281,518

仕掛品 9,213 5,071

前渡金 208,454 171,404

その他 37,227 57,937

貸倒引当金 △10,438 △3,343

流動資産合計 2,214,923 2,213,313

固定資産

有形固定資産 ※
 63,679

※
 62,715

無形固定資産 8,122 8,077

投資その他の資産 318,129 432,800

固定資産合計 389,932 503,593

資産合計 2,604,855 2,716,906

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 247,087 294,646

短期借入金 340,000 435,100

未払法人税等 5,764 6,534

賞与引当金 58,262 56,747

役員賞与引当金 14,500 －

前受金 397,877 299,107

その他 72,399 80,838

流動負債合計 1,135,891 1,172,975

固定負債

繰延税金負債 6,931 4,352

固定負債合計 6,931 4,352

負債合計 1,142,822 1,177,327

純資産の部

株主資本

資本金 1,182,604 1,182,604

資本剰余金 630,370 1,229,039

利益剰余金 △83,432 △598,669

自己株式 △280,637 △280,637

株主資本合計 1,448,905 1,532,337

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 617 △3,754

評価・換算差額等合計 617 △3,754

新株予約権 12,510 10,996

純資産合計 1,462,032 1,539,579

負債純資産合計 2,604,855 2,716,906
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 1,441,319

売上原価 979,676

売上総利益 461,643

販売費及び一般管理費 ※
 545,977

営業損失（△） △84,334

営業外収益

受取利息 867

受取配当金 730

デリバティブ評価益 8,383

その他 2,005

営業外収益合計 11,986

営業外費用

支払利息 2,760

為替差損 5,194

その他 69

営業外費用合計 8,023

経常損失（△） △80,371

特別利益

新株予約権戻入益 874

特別利益合計 874

特別損失

固定資産除却損 2,044

特別損失合計 2,044

税引前四半期純損失（△） △81,542

法人税、住民税及び事業税 1,890

法人税等合計 1,890

四半期純損失（△） △83,432
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 839,933

売上原価 529,845

売上総利益 310,088

販売費及び一般管理費 ※
 270,435

営業利益 39,653

営業外収益

受取利息 441

受取配当金 730

為替差益 3,809

その他 1,467

営業外収益合計 6,448

営業外費用

支払利息 1,023

デリバティブ評価損 5,834

営業外費用合計 6,857

経常利益 39,244

特別利益

新株予約権戻入益 874

特別利益合計 874

税引前四半期純利益 40,118

法人税、住民税及び事業税 945

法人税等合計 945

四半期純利益 39,173
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △81,542

減価償却費 13,046

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,515

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 14,500

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19,974

受取利息及び受取配当金 △1,597

支払利息 2,760

売上債権の増減額（△は増加） 94,775

たな卸資産の増減額（△は増加） 57,032

仕入債務の増減額（△は減少） △47,559

その他 101,863

小計 134,819

利息及び配当金の受取額 1,593

利息の支払額 △2,500

法人税等の支払額 △3,780

営業活動によるキャッシュ・フロー 130,133

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △32,312

定期預金の払戻による収入 20,495

有形固定資産の取得による支出 △10,438

無形固定資産の取得による支出 △1,030

投資有価証券の取得による支出 △600

その他 17,170

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,714

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △95,100

配当金の支払額 △42

財務活動によるキャッシュ・フロー △95,142

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 28,275

現金及び現金同等物の期首残高 737,605

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 765,880
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法による原

価法によっておりましたが、第１四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として移

動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価の切下

げの方法）により算定しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間（自　平成20年４月１日 至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間（自　平成20年４月１日 至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成20年９月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、53,480千円でありま

す。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、41,874千円でありま

す。

 

（四半期損益計算書関係）

当第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 169,413千円

貸倒引当金繰入額 7,094 

賞与引当金繰入額 38,612 

役員賞与引当金繰入額 14,500 

 

当第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 79,683千円

貸倒引当金繰入額 6,577 

賞与引当金繰入額 17,447 

役員賞与引当金繰入額 7,500 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 （千円）

現金及び預金勘定 1,105,231

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △339,350

現金及び現金同等物 765,880

 

 

（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 156,800株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 3,000株

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期会計期間末残高 12,510千円

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（有価証券関係）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成20年９月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 9,424.72円 １株当たり純資産額 9,938.77円

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △542.47円 １株当たり四半期純利益金額 254.70円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であるため記載しており

ません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額および１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

 
当第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △83,432 39,173

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△83,432 39,173

期中平均株式数（株） 153,800 153,800

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成20年11月10日

株式会社テリロジー

取締役会　御中
 

あずさ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邉　宣昭　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中山　毅章　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テリロジー

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第20期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テリロジーの平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第

２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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